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自己紹介とこれまでの研究

専門：公共経済学、財政学(地方財政、自治体経
営）、行政組織ガバナンス

少子高齢化を迎え、日本の政府（国、地方自治
体）の財政は危機的状態

細かな政策よりも、政策を決定する統治機構の
改革が不可欠＝＞国・地方の行政組織の再構
築

「行政組織とガバナンス
の経済学」（有斐閣）（2006）
＜第48回エコノミスト賞受賞＞
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ガバナンス・システム分析の重要性

これまで、各自治体、各部局は、望ましい政策を、
生み出そうとしてきたが、効果的な薬は生まれて
いない。

政策を生み出すシステムが無ければ、効果的な薬
はそもそも生まれない。

政府にそのような政策を生み出させる行政システ
ムと、それを生み出すガバナンス・システムが不
可欠

＝＞「給付型公約から改革型公約へ～今の日本、
皆さんにリンゴを与えることはできません。リン
ゴのなる木の土を耕し直します」は、経済の土壌
の話であるが行政システムにも同様の議論が必要。
(個人的意見）
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大阪府自治制度研究会

地方自治法の抜本改正の検討、地方政府基本
法の制定に向けて、大阪から新たな自治制度
を提案すべく、大都市制度のあり方について
調査・研究を行うことを目的として、設置

第1回研究会 平成22年4月22日（木曜日）～
第10回研究会 平成22年12月22日（水曜日）

学者が参加し、アカデミックな見地からの評
価を議論=>明確な評価、結論は出せず。
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第30次地方制度調査会「大阪府市統合本部
提出資料」資料より抜粋



諸外国の制度

第30次地方制度調査会
「諸外国の大都市制度に
ついて」資料より抜粋
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大阪都構想のキーワード
－維新の会マニフェストより－

権限移譲：中核市(東大阪市、高槻市)並み
の権限を持つ特別区(自治区)の確立
財政調整：各特別区(自治区)間の税収格差
是正

広域行政

意思決定の一元化（二元・二重行政の排
除）
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第30次地方制度調査会諮問事項「大都
市制度のあり方」関連資料より抜粋
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大都市制度の評価
経済学・財政学的位置づけ

権限移譲＋財政調整VS広域行政(二重行政、二元行政の排除）

＝＞議論１：一つのサービスを想定するモデル

地方分権の是非（租税競争、支出競争、格差是正とイン
センティブ、政治効果）

＝＞議論２：複数タイプのサービスを想定するモデル
機能分離・役割分担論(財の種類で権限配分が異なる）

＝＞経済学的評価１：効率性：外部性、規模の経済性、
情報の非対称性(ニーズ把握）、範囲の経済性

＝＞経済学的評価２：公平性：格差是正

11


